
防衛省訓令第３５号

提供施設に係る整備の事務処理手続に関する訓令を次

のように定める。

平成２０年５月１日

防衛大臣 石破 茂

提供施設に係る整備の事務処理手続に関する訓令

改正 平成２７年１０月１日省訓第３９号

提供施設に係る整備の事務処理手続に関する訓令（平

成１９年防衛省訓令第１１７号）の全部を改正する。

目次

第１章 総則（第１条－第３条）

第２章 提供施設に係る整備の事務処理手続（第４条

－第１０条）

第３章 雑則（第１１条・第１２条）

附則

第１章 総則

（通則）

第１条 提供施設に係る整備の事務処理手続については



、この訓令の定めるところによる。

第２条 削除

（用語の定義）

第３条 この訓令において「提供施設に係る整備」とは

、国費支弁をもって行う次に掲げるものをいう。

（１） 駐留軍に提供している施設及び区域である建

物その他の工作物の改築、改修等を行うこと。

（２） 駐留軍に提供している施設及び区域内に、新

たに施設及び区域となる建物その他の工作物を

建設すること。

（３） 駐留軍に提供している施設及び区域の返還を

受けるため、当該施設及び区域を他の場所に移

設すること（第１１条において「提供施設移設

整備」という。）。

２ この訓令において「整備工事」とは、提供施設に係

る整備のために必要な建設工事（建設業法（昭和２４

年法律第１００号）第２条第１項に定める建設工事並

びにこれに付随する測量等の調査、設計及び監理その



他の事業をいう。）をいう。

３ この訓令において「地方防衛局長等」とは、整備工

事を施工する駐留軍に提供している施設及び区域を管

轄する地方防衛局長及び地方防衛支局長をいう。

第２章 提供施設に係る整備の事務処理手続

（予算要求資料の作成）

第４条 地方協力局長は、整備工事に係る予算要求資料

を作成する場合には、当該整備工事の計画内容、基準

及び単価等について、整備計画局長の技術的協力を求

め、その意見を聴くものとする。

（整備基本計画書等の作成等）

第５条 地方協力局長は、予算が成立したときは、整備

計画局長と協議の上、速やかに別記様式第１による整

備基本計画書を作成し、防衛大臣の承認を受けるもの

とする。

２ 地方協力局長は、事情の変更その他の理由により、

次に掲げる事項について整備基本計画書の内容を変更

しようとするときは、整備計画局長と協議の上、別記



様式第２による整備変更基本計画書を作成し、防衛大

臣の承認を受けるものとする。

（１） 整備工事の項目の追加又は削除

（２） 予算額の増（金額の１０パーセント以上又は

３，０００万円以上の増）

（３） 整備工事の内容の著しい変更（数量の１０パ

ーセント以上の増減）

（４） 整備工事を施工する施設及び区域の変更

３ 地方協力局長は、第１項又は第２項による防衛大臣

の承認を受けた場合には、その旨を整備計画局長及び

地方防衛局長等に通知するものとする。

（整備工事実施計画書の作成等）

第６条 整備計画局長は、整備基本計画書が承認された

ときは、地方防衛局長等に、整備工事実施計画書の作

成を指示するものとする。

２ 地方防衛局長等は、整備基本計画書に基づき、地方

協力局長、駐留軍、利害関係人及び関係行政機関と緊

密に連絡し、必要な調整を行った上、別記様式第３に



よる整備工事実施計画書を作成するものとする。

３ 整備計画局長は、地方防衛局長等の作成した整備工

事実施計画書について審査するものとする。

（整備工事の実施）

第７条 整備計画局長は、前条第３項の規定により審査

した整備工事実施計画書について、地方協力局長と協

議するものとする。

２ 整備計画局長は、前項による協議が調ったときは、

整備工事実施計画書に基づく整備工事の実施を地方防

衛局長等に指示するとともに、当該整備工事実施計画

書の写しを、地方協力局長に送付するものとする。

（整備工事実施計画書の変更等）

第８条 地方防衛局長等は、整備工事実施計画書によっ

て整備工事を実施できない事情が生じ、次に掲げる事

項について整備工事実施計画書の内容を変更しようと

するときは、別記様式第４による整備工事変更実施計

画書を作成し、第６条第２項及び第３項並びに前条の

規定に準じて手続を行うものとする。



（１） 整備工事の項目の追加又は削除

（２） 費用の額の増（金額の１０パーセント以上又

は３，０００万円以上の増）

（３） 整備工事の内容の著しい変更（数量の１０パ

ーセント以上の増減）

（４） 整備工事を施工する施設及び区域の変更

２ 整備計画局長は、整備工事実施計画書の変更のため

整備基本計画書の変更を必要とするときは、地方協力

局長に整備基本計画書の変更を求めるものとする。

（工事契約締結等の報告）

第９条 地方防衛局長等は、整備工事の契約締結後、別

記様式第５による整備工事契約締結・工事完成状況報

告書を作成し、月ごとに整備計画局長に提出するもの

とする。

２ 整備計画局長は、前項の規定により提出を受けた報

告書を取りまとめ、その写しを月ごとに地方協力局長

に送付しなければならない。

（事故等報告）



第１０条 地方防衛局長等は、整備工事の施工に当たり、

当該整備工事の遂行に支障を来すおそれのある事故及

び事情の変更が発生した場合には、直ちに、整備計画

局長に報告するものとする。

２ 整備計画局長は、前項の報告を受けたときは、直ち

に、地方協力局長に通知するものとする。

第３章 雑則

（土地の取得等に関する事務処理手続）

第１１条 提供施設移設整備のために必要な土地の取得

（土地を使用する権利の取得を含む。）及び当該土地

に関する所有権以外の権利若しくは水を利用する権利

の消滅又は制限並びにこれらに伴う補償に関する事務

処理手続については、別に定めるところによる。

（委任規定）

第１２条 この訓令に定めるもののほか、この訓令の実

施に関し必要な事項は、整備計画局長及び地方協力局

長がその所掌に属する事務について、相互に協議して

、それぞれ定めるものとする。



２ 整備計画局長及び地方協力局長は、前項の規定によ

り必要な事項を定めたときは、この旨を防衛大臣に報

告するものとする。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成２０年５月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の提供施設に係る整備の事務

処理手続に関する訓令（以下「旧訓令」という。）の

規定により防衛大臣の承認を得た、又は装備施設本部

長が審査の上、地方防衛局長等に送付した次の表の左

欄に掲げる文書は、それぞれ同表の右欄に掲げる改正

後の提供施設に係る整備の事務処理手続に関する訓令

（以下「新訓令」という。）の規定により防衛大臣の

承認を受け、又は装備施設本部長が審査を終了した文

書とみなす。

旧訓令第３条第２項の規 新訓令第５条第１項の規

定により防衛大臣の承認 定により防衛大臣の承認



を得た整備工事基本計画 を受けた整備工事基本計

書 画書

旧訓令第３条第４項の規 新訓令第５条第３項の規

定により防衛大臣の承認 定により防衛大臣の承認

を得た整備工事変更基本 を受けた整備工事変更基

計画書 本計画書

旧訓令第４条第４項の規 新訓令第６条第４項の規

定により防衛大臣の承認 定により防衛大臣の承認

を得た整備工事実施計画 を受けた整備工事実施計

書 画書

旧訓令第４条第６項の規 新訓令第７条第１項の規

定により装備施設本部長 定により装備施設本部長

が審査の上、地方防衛局 の審査を終了した整備工

長に送付した整備工事実 事実施計画書

施計画書

旧訓令第６条第３項によ 新訓令第８条第１項によ

り準用する第４条第４項 り準用する第６条第４項

の規定により防衛大臣の の規定により防衛大臣の



承認を得た整備工事変更 承認を受けた整備工事変

実施計画書 更実施計画書

旧訓令第６条第３項によ 新訓令第８条第１項によ

り準用する第４条第６項 り準用する第７条第１項

の規定により装備施設本 の規定により装備施設本

部長が審査の上、地方防 部長の審査を終了した整

衛局長に送付した整備工 備工事変更実施計画書

事変更実施計画書

附 則（平成２７年１０月１日省訓第３９号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の提供施設に係る整備の事務

処理手続に関する訓令（次項において「旧訓令」とい

う。）第５条の規定により防衛大臣の承認を受けた整

備工事基本計画書及び整備工事変更基本計画書につい

ては、この訓令による改正後の提供施設に係る整備の

事務処理手続に関する訓令（次項において「新訓令」



という。）第５条の規定により防衛大臣の承認を受け

た整備基本計画書及び整備変更基本計画書とみなす。

３ 旧訓令第６条及び第８条の規定により装備施設本部

長が審査した整備工事実施計画書及び整備工事変更実

施計画書については、新訓令第６条及び第８条の規定

により整備計画局長が審査した整備工事実施計画書及

び整備工事変更実施計画書とみなす。



別記様式第１（第５条関係）

平 成 1 4 年 ○ 6 月 1 7 日●●
整備基本計画書第○4－13号●●

整 備 基 本●●計●●画●●書

１●事●案●の●名●称 ●●横須賀海軍施設提供施設整備工事

２●整備工事を施工する土地 （１）●施設及び区域名：
●の所在及び所有区分

（２）●市●町●村●名：

（３）●土地の所有区分：国有及び民有

３●整備工事の項目・内容及 （１） 項 目・内 容 ：
び期間

（２）期●●●●●間：

４●予算科目及び予算額 （１）●予 算 科 目：●（項）
施設運営等関連諸費●●●● （目）

（目の細分）

（２）●予 算 額： 16年度歳出化分○○○○○○○○○３，２５１，１６７千
円

５●その他参考となる事項 ●ア●平．10．○2．○6．付合同委員会あて覚書ＭＥＭＯ●№3810●「在日合衆国軍施設・区域の整備について イ●平．13．○5．
11．付合同委員会あて覚書ＭＥＭＯ●№4210●「在日合衆国軍施設・区域の整備について ウ●平．14．○5．29．付合同委員会あ
て覚書ＭＥＭＯ●№4344●「在日合衆国軍施設・区域の整備について」

注：１ 整備工事を施工する土地の所在及び所有区分欄中（１）施設及び区域名が２以上の場合は、（１）から（３）までが対応するよう適宜点線で区分すること。
２ 整備工事の内容及び期間の欄中（１）内容については、整備工事の項目番号及び項目別に明確に表示することとし、必要に応じて別紙を添付すること。
３ その他参考となる事項欄には、対米調整関係文書類等を記載すること。



別●紙●●
整備工事に係る建物及び工作物の規模等

● ●●●●●●●建●●●●●●●●●物 ●●●●●●工●●●●●作●●●●●物
項
目 ●●●●●●数●●●●量 ●●●数●●●量
番 ●●整備工事の項目 ●●●●●●備●●●●考
号 ●構●●造 ●棟●数 米式延面積 ●換算数量 ●●●構●造・種●別 米式数量 換算数量
● （戸●数） （グロス） (SF.LS.EA)

▲ 棟・戸 ＳＦ ㎡

1 独身下士官宿舎 RC-8 １●棟 139,260 12,938 継続：附帯工事

▲

2 家族住宅 １３戸 継続：本体工事、低層

▲

3 家族住宅 SRC-9 １棟・68戸 149,620 13,276 継続：高層３ＢＲ

▲

4 家族住宅 SRC-9 １棟・68戸 149,620 13,276 継続：高層３ＢＲ

▲

5 運動施設（体育館） RC-2 １●棟 92,020 8,549 継続：本体工事

▲

6 運動施設（球技） １ＬＳ 一●式 継続

▲

7 診療所 RC-4 １●棟 59,650 5,542 継続

▲

8 教育施設（技術） RC-4 １●棟 81,890 7,608 新規

▲

9 管理棟（司令部） RC-2 １●棟 36,640 3,404 継続：附帯工事

▲

10 工●場（電子） RC-3/1 １●棟 108,800 10,108 継続

▲

11 工●場（艦船部品） S-1/RC-2 １●棟 37,670 3,500 継続

注：１ 工作物の欄には、工作物のほか附帯施設又は設備を記載すること。
２ 工作物等の構造・種別欄中規格等がある場合には、必要に応じ記載すること。
３ 建物及び工作物の内容について特記事項のある場合には、備考欄に記載すること。



別記様式第２（第５条関係）
平 成 ○ ○ 年 ○ ○ 月 ○ ○ 日●
整備基本計画書第○○－○○号－変○○号●

整●●備●●変 更 基 本●●計●●画●●書

１●事 案 の 名 称 ●●キャンプ座間提供施設整備工事

●●●●●●●●●●原●●計●●画 ●●●●●●●●●変●●更●●計●●画
２●変 更 内 容

▲ ▲円

▲
３●変 更 理 由

４●その他参考となる事項 ●参●照●：●平．○○．○○．○○．○○．付 「基本計画書第○○－○○号」



別記様式第３（第６条関係）
平 成 1 4 年 ○ 6 月 1 7 日●●
整備工事実施計画書第○4－13号●●

整●●備●●工●●事●●実●●施●●計●●画●●書

１●事●案●の●名●称 ●●横須賀海軍施設提供施設整備工事

２●整備工事を施工する土地 （１）施設及び区域名：
●の所在及び所有区分

（２）市●町●村●名：

（３）土地の所有区分：国有及び民有

３●整備工事の項目・内容及 （１）項 目・内 容 ：
び期間

（２）期●●●●●間：

４●整備工事に要する費用の （１）予 算 科 目：●（項）
額及び内訳 施 （目）

（目の細分）

（２）内 訳： 別紙のとおり 16年度歳出化分○○○○○○○○○３，２５
１，１６７千円

５●その他参考となる事項 ウ●平．14．○5．29．付合同委員会あて覚書ＭＥＭＯ●№4344●「在日合衆国軍施設・区域の整備について」

注：１ 整備工事を施工する土地の所在及び所有区分欄中（１）施設及び区域名が２以上の場合は、（１）から（３）までが対応するよう適宜点線で区分すること。
２ その他参考となる事項欄には、対米調整関係文書類等を記載すること。



別 紙

積 算 内 訳

工 種 構 造 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考



別記様式第４（第８条関係）
平 成 ○ ○ 年 ○ ○ 月 ○ ○ 日●
整備工事実施計画書第○○－○○号－変○○号●

整●●備●●工●●事●●変●●更●●実●●施●●計●●画●●書

１●事 案 の 名 称 ●●キャンプ座間提供施設整備工事

●●●●●●●●●●原●●実●●施●●計●●画 ●●●●●●●●●変●●更●●実●●施●●計●●画
２●変 更 内 容

15年度歳出化分 １，００７，５９７千円

●７●ユーティリティ●：●根岸住宅地区の一部法面が崩落の恐れがあることが確認されたため、早急に防災施設の整備を実施する必要が生じたこ
３●変 更 理 由

４●その他参考となる事項 ●参●照●：●平．○○．○○．○○．○○．付 「基本計画書第○○－○○号」



別記様式第５（第９条関係）

整 備 工 事 契 約 締 結 ・ 工 事 完 成 状 況 報 告 書

年 月 日

基本計画額 示達額
工期

施設 （千円） （千円） 完成検
局名 分類 区域名 番号 基本計画項目 予算 契約日 契約額 備考

査日
工事件名 始 終

（施設区域） 計

（分類） 計

（局） 計

注：１ 分類欄には、提供施設整備又は提供施設移設整備を記入する。
２ 番号欄には、基本計画番号を記入する。
３ 予算欄には、単歳、２国、３国等を記入する。


